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平成２３年度政府予算案等について 

 

日 頃 か ら 大 阪 府 政 の 推 進 に 御 支 援 を 賜 り 、 厚 く 御 礼 申 し 上 げ ま す 。 

現 在 、本 府 で は 、政 府 予 算 案 等 を 踏 ま え 、平 成 ２ ３ 年 度 の 大 阪 府 予

算 編 成 作 業 を 行 っ て い る と こ ろ で す 。今 般 、国 が 掲 げ ら れ て い る 施 策

の う ち 、府 政 運 営 に 特 に 影 響 を 与 え る 喫 緊 か つ 最 重 要 の 事 業 に つ い て 、

下 記 の と お り 要 望 い た し ま す 。  

 

平 成 ２ ３ 年 １ 月  

大 阪 府 知 事  橋 下  徹   

 

 

記  

 

 

１ ． 地 域 自 主 戦 略 交 付 金 に 関 す る こ と  

◇  「 地 域 自 主 戦 略 交 付 金 」の 制 度 設 計 に あ た っ て は 、こ の 交 付 金 が

過 渡 的 段 階 で あ る こ と を 明 確 に 位 置 付 け 、人 口 要 素 と と も に 、大 都

市 が 我 が 国 の 成 長 に 果 た す 役 割 に 応 じ た 客 観 的 指 標 に よ る 配 分 を

行 う こ と は も ち ろ ん の こ と 、最 終 形 で あ る 税 源 移 譲 を 見 据 え た 配 分

と な る よ う 、 適 切 に 対 応 す る こ と 。  

あ わ せ て 、使 途 に 制 限 を 設 け る こ と な く 、地 方 自 治 体 の 自 由 度 を

確 保 す る と と も に 、現 行 補 助 要 綱 の よ う な 過 度 の 義 務 付 け・枠 付 け

を 廃 止 す る こ と 。  

≪内閣府≫ 

 

２ ． 制 度 設 計 に 関 す る こ と  

◇  「 高 校 生 修 学 支 援 基 金 」に つ い て 、私 立 高 校 生 の 修 学 支 援 を 確 実

に 推 進 す る た め 、 平 成 23 年 度 ま で と な っ て い る 事 業 実 施 期 間 を 少

な く と も ３ 年 間 延 長 す る と と も に 、非 課 税 の 所 得 層 や 家 計 の 急 変 が

あ っ た 世 帯 等 に 限 定 さ れ て い る 補 助 単 価 の 増 額 分 の 基 金 取 崩 し 対

象 を 、 所 得 中 位 層 （ 年 収 609 万 円 ） ま で 拡 大 す る こ と 。  

≪文部科学省≫ 

 



 

 

◇  新 た な 高 速 道 路 料 金 案 の 検 討 に あ た っ て は 、阪 神 都 市 圏 の 高 速 道

路 の 料 金 体 系 が 、持 続 可 能 で 、か つ 、利 用 者 に と っ て 真 に 分 か り や

す い も の と な る よ う 、 早 急 に 一 元 化 を 図 る こ と 。  

≪国土交通省≫ 

 

３ ． 個 所 付 け に 関 す る こ と  

全 国 枠 で 措 置 さ れ て い る 事 業 の う ち 、府 民 生 活 の 安 全・安 心 確 保

や 大 阪 経 済 活 性 化 の た め 必 要 な 都 市 基 盤 整 備 に 関 す る も の に つ い

て 、 特 段 の 配 慮 を 行 う こ と 。  

（ 本 府 が 特 に 優 先 順 位 が 高 い と 考 え て い る 個 所 は【 別 紙 】の と お り ） 

≪国土交通省≫ 

 

４ ． 地 域 活 性 化 交 付 金 （ 平 成 ２ ２ 年 度 補 正 予 算 ） に 関 す る こ と  

本 府 で は「 地 域 活 性 化 交 付 金 」の 趣 旨 を 踏 ま え 、地 域 の 魅 力 向 上

や 、虐 待・Ｄ Ｖ 対 策 等 地 域 課 題 の 解 決 に 資 す る 事 業 を 提 案 し て い る 。

第 二 次 配 分 に あ た っ て は 、提 案 事 業 内 容 に 加 え 、第 1 次 配 分 で は 加

味 さ れ て い な い 経 済・雇 用 情 勢 、大 都 市 の 役 割 に 十 分 配 慮 す る こ と 。

ま た 、交 付 金 の 活 用 に あ た っ て は 、地 方 自 治 体 の 自 由 度 を 確 保 す る

こ と 。  

≪内閣府≫ 



【別紙】

省庁名 事業名等 予算額 該当箇所
Ｈ23年度必要額

＜Ｈ22年度政府予算額＞

【街路事業】
阪神高速大和川線

　97億円（府実施分、国費）
　阪神高速道路㈱実施分：41億円
　堺市実施分：73億円

（本路線は、阪神高速道路㈱、大阪
府、堺市との共同事業。他事業者の
所要額確保もあわせてお願いするも
の。）

＜Ｈ22年度：105億円（府実施分）＞
　阪神高速道路㈱実施分：14億円
　堺市実施分：56億円

本線は、大阪都市再生環状道路の一部を構成し、都心部に集
中する交通を分散させ、渋滞を緩和するとともに、環境の改
善や経済活性化にも寄与する重要な都市基盤。H26年度の供
用開始に向け事業を着実に進める必要がある。
本事業は、最盛期を迎えており、引き続き、配分枠の拡充な
ど特段の予算措置が必要。

【連立事業】
南海本線（泉大津市）
南海本線・高師浜線（高石市）
近鉄奈良線（東大阪市）

43億円（国費）

＜Ｈ22年度：42億円＞

本事業は、安全上の観点と市や鉄道事業者との共同事業であ
ることから、現地の工程を遅らせることなく進める必要があ
る。南海本線はH24年度、25年度にそれぞれ両側、片側の高
架化完成を、近鉄奈良線はH25年度に両側の高架化完成を予
定している。このように、事業は最盛期を迎えており、引き
続き、配分枠の確保など特段の予算措置が必要。

新名神高速道路 －
新名神高速道路
（高槻～神戸間）

－

＜Ｈ22年度：－＞

本線（亀山～大津間のみ開通）は、わが国の大動脈として関
西・中部・首都圏の連携強化を担う重要な路線である。
ボトルネック解消（草津～瀬田東間・大山崎～吹田間）のた
め、現在、国で検討が進められている高速道路施策の見直し
において、着工済の高槻～神戸間の整備促進を位置付けると
ともに、未着工区間（大津～城陽・八幡～高槻）の着工判断
を早期に行うこと。

理由（根拠）

平成２３年度政府予算案　特に配慮をお願いしたい個所について（大阪府関係）

政府予算案（Ｈ23年度予算額） 特に配慮をお願いしたい個所

国土交通省

社会資本整備総合交付金 1兆7,539億円

西日本高速道路㈱の自主財源で事業実施中

（国による財政投融資の支援はH21年度で終了）


